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平成 17 年７月期        個別財務諸表の概要           平成 17

会 社 名  株式会社アルデプロ 

コード番号  ８９２５  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.ard ） 

代 役社長 氏名 秋元 竜弥 

 ＴＥＬ （03）5367－2001 

平 有

17 年 月 26 日

 

．17 年７月期の業績（平成 16 年８月１日～平成 17 年７月 31 日） 

       （百万円未満切捨） 

 

表 者 役職名 会長兼代表取締

問合せ責任者 役職名 常務取締役経営企画室長 氏名 久保 玲士 

決算取締役会開催日 成17年９月６日 中 間 配 当 制 度 の 無 有  

配当支払開始予定日 平成17年10月27日 定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成 10

単元株制度採用の有無 無    
 

１

(1) 経営成績                           

売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17 年７月期 

％   ％

16 年７月期 

百万円    

13,389 

7,775 

（72.2）

（71.2）

百万円    

2,099

1,178

（78.1）

（88.8）

百万円    ％
1,889 

1,036 
 （82.3）

（119.2）
 

 
当期純利益 

１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高

当期純利益 当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

 

17 年７月期 

％ 

(91.

(

1,7

1

1,6 35 28 14

16 年７月期 

百万円

1,068

557

6) 

123.0) 

円 銭

46

0,308

77

74

円 銭

37

9,369

59

27

％ 

.8 

43.1 

％ 

.3 

30.6 

％

.1

13.3
 
(注) 1. 持分法投資損益 年 16  百万円  

 

してお 及び１株 たり当期純利益は、期

4. 

純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率 

(2) 配

１株当たり年間配当金 

 17 ７月期 －百万円 年７月期 －

 2. 期中平均株式数 17 年７月期 609,332 株 16 年７月期 54,093 株  

3. 平成 16 年 12 月 20 日付で１株を 10 株に分割 りますが期中平均株式数 当

首に分割が行われたものとして計算しております。 

会計処理の方法の変更   無 

5. 売上高、営業利益、経常利益、当期

当状況 

 
  末 

配当金総額 
配当性向 

株主資本 

中 間 期 （年間） 配 当 率 

 

年７月期 

銭 

5

1,

4

1,

％ 

30 817

16 年７月期 

円 

00 00 

400 00 

円 銭

70 00

0 00

円 銭

30 00

400 00

百万円

326

82

.6 

13.6 

％

.1

4.3

(3) 財政状態 

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

年７月期 

万円 円 ％ 

41 6,0

3

17

16 年７月期 

百

9,727 

3,632 

百万

4,025

1,942

.4 

53.5 

円 銭 

65

2,862

40 

76 
 
(注) 1. 期末発行済株式数 17 年７   663,120株 ７月期 59,120

(4) キ

 る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物

月期  16 年 株 

 2. 期末自己株式数  17 年７月期 －株 16 年７月期 －株 

 ャッシュ・フローの状況 

営 業 活 動 に よ
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

 

年７月期 

 

2 △ 7 1,5

17

16 年７月期 

百万円

― 

98 

百万円

―

44

百万円 

― 

64 

百万円

―

67

２．平成 18 年７月期の業績予想（平成 17 年８月１日～平成 18 年７月 31 日）

り年間配当金 

 

１株当た
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間   期 末 

 

中 間 期 

 1,

70

 

4

円 銭

50通 期 

百万円 

10,675 

21,350 

百万円

1,682

3,365

百万円

895

790

円 銭

  00

－ －

円 銭

－ － 

30 00 

－ －

0  00
 

(参考) １株当たり予想当 （通期） 700 円 59

あり、実際の業績は今後のさまざまな不確定要因によ

期純利益   2, 銭 

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したもので

って異なる結果となる可能性があります。上記の予想に関連する事項につきましては、添付資料（連結）14 頁をご

参照下さい。 
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３.財
(１) 財務諸表 

①貸借対照表 

 

  
前事業年度 

(平成16年７月31日) 
当事業年度 

(平成17年７月31日) 
増減 

務諸表等 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金及び預金  1,603,363 1,973,284  369,921

 ２ 売掛金  5,551 3,933  △1,617

 ３ 販売用不動産 ※２ 1,785,850 6,221,824  4,435,974

 ４ 仕掛品  15,175 42,267  27,091

 ５ 貯蔵品  479 660  181

 ６ 前渡金  64,148 178,506  114,358

 ７ 前払費用  4,949 41,846  36,896

 ８ 短期貸付金  ― 320,000  320,000

 ８ 繰延税金資産  33,228 42,764  9,536

 ９ その他  29,028 97,623  68,594

   貸倒引当金  △182 △9,989  △9,807

   流動資産合計  3,541,592 97.5 8,912,722 91.6 5,371,130

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産   

  (1) 建物 ※２ 9,076 22,848  13,771

  (2) 車両運搬具  1,469 886  △582

  (3) 工具器具備品  2,890 14,037  11,147

  (4) 土地 ※２ 64,073 64,073  0

   有形固定資産合計 ※１ 77,509 2.1 101,846 1.0 24,336

 ２ 無形固定資産   

  (1) ソフトウェア  700 3,940  3,239

  (2) 電話加入権  700 740  40

   無形固定資産合計  1,400 0.0 4,680 0.0 3,279

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 出資金  30 135  105

  (2) 長期前払費用  852 169  △682

  (3) 差入保証金  9,763 93,849  84,085

  (4) 繰延税金資産  1,529 4,429  2,900

(5) 投資有価証券  ― 25,000  ―

(6) 子会社株式  ― 585,000  ―

   投資その他の資産合計  12,174 0.3 708,583 7.3 696,408

   固定資産合計  91,085 2.5 815,110 8.4 724,025

   資産合計  3,632,677 100.0 9,727,832 100.0 6,095,155
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前事業年度 

(平成16年７月31日) 
当事業年度 

(平成17年７月31日) 
増減  

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

 １ 買掛金  7,179 4,292  △2,886

 ２ 短期借入金 ※2,  1,024,800 4,520,400 3,495,6004  

 ３ 一年以内返済予定の 
金 

 4,440 4,440 0
   長期借入

 

 ４ 未払金  85,517 218,442  132,924

 ５ 未払費用  15,310 6,630  11,319

 ６ 未払法人税等  383,061 596,450   213,388

 ７ 未払消費税等  19,428 ―  ―

 ８ 前受金  2,430 15,280  12,850

 ９ 預り金  3 1 12,578 78,262  45,683

 10 前受収益  6,817 23,007  16,189

 11 賞与引当金  4,093 13,339  9,246

 12 一年以内償還予定社 
 ― 100,000  ―

   債 

   流動負債合計  1,575,656 43.4 5,690,543 58.5 4,114,887

Ⅱ 固定負債   

 １ 社債  100,000 ― ― 

 ２ 長期借入金  11,860 △4,4407,420  

 ３ 退職給付引当金  2,314 3,927  1,613

   固定負債合計 1 3.1 0.1 △102,82 14,174 11,347  6

   負債合計  1,6 4 5, 5 4,089,830 6.5 701,891 8.6 12,060

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※３ 609, 16.8 1,17 12.1 56200 8,930  9,730

Ⅱ 資本剰余金   

 １ 資本準備金  450,200 1,019,900  569,700

   資本剰余金合計  450,2 12.4 1,019, 10.5 569,00 900  700

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 利益準備金  75,000 75,000  0

 ２ 任意積立金   

  (1) 別途積立金  225,000 675,000  450,000

 ３ 当期未処分利益  5 1,83,446 077,111  493,665

   利益剰余金合計  8 2 1, 183,446 4.3 827,111 8.8 943,665

   資本合計  1,942,846 53.5 4,025,941 41.4 2,083,095

   負債資本合計  3,632,677 100.0 9,727,832 100.0 6,095,155
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②損益計算書

前事業年度 
(自 月１
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
( ８月
至 平成17年７月31日) 

 

   平成15年８ 日 自 平成16年 １日 増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 

Ⅰ 売上高  7,775,523 100.0 13,389,182 100.0 5,613,659

Ⅱ 売上原価  6,066,034 78.0 10,366,129 77.4 6,937,728

   売上総利益  1,70 22.0 3,02 22.6 1,313,569,488 3,053  4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 5 6.8 6.930,815 923,267  392,452

   営業利益  1,17 15.2 2,0 15.7 98,673 99,786  21,112

Ⅳ 営業外収益   

 １ 受取利息  8 6225 69  44

 ２ 雑収入  △5,488 2,164  3,324

   営業外収益合計  0.1 0.05,713 3,033  △2,679

Ⅴ 営業外費用   

 １ 支払利息  75,056 23,02498,081  

 ２ 支払手数料  21,739 44,019  22,279

 ３ 新株発行費  15,273 20,181  4,908

 ４ 消費税相殺差損  14,463 49,929  35,466

 ５ 繰上弁済手数料  7,700 1,450  △6,250

 ６ 上場関連費  12,898 ―  ―

 ７ 社債発行費  1,150 ―  ―

   営業外費用合計  148,281 1.9 213,662 1.6 65,380

   経  1,036,105 13.3 1,889,157 14.1 853,052常利益  

Ⅵ 特別損失   

   固定資産売却損 ※２ 30 ― ― 

   特別損失合計  0.030 ―  ―

   税引前当期純利益  1,036,075 13.3 1,889,157 14.1 853,082

   法人税、住民税及び 
   事業税 

 495,917 6.4 833,379 6.2 337,461 

   法人税等調整額  △17,473 △0.2 △12,436 △0.1 5,036

   当期純利益  557,630 7.2 1,068,214 8.0 510,583

   前期繰越利益  25,815 50,678  24,862

中間配当額  ― 41,781  ―

   当期未処分利益  583,446 1,077,111  493,665
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書 ③売上原価明細

  
前事業年度 

(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 

Ⅰ中古マンション再活事業   

  土地仕入高  3,179,758 40.6 6,386,268 50.5 4,409,870

  建物仕入高  1,995,146 25.5 2,346,259 32.7 △724,777

  租税公課  171,942 2.2 349,393 5.0 185,482

  仕入仲介手数料  97,053 1.2 237,478 2.3 91,494

  デューディリジェンス
費用 

 ― ― 107,857 0.7 ― 

  期首販売用不動産たな
卸高 

 2,383, 30.4 1,785, 10.8 1,785,020 850  850

  期首仕掛品たな卸高 1 0.1 1 0.1 1,198 5,175  15,175

合計  7,83 10 11,22 10 5,8,119 0.0 8,283 0.0 870,954

  期末販売用不動産たな
卸高 

 1,785,850 3,571,166 920,507 

  期末仕掛品たな卸高  15,175 41,071  39,875

合計  1,8 3,6 901,026 12,237  60,383

  中古マンション再活事
業売上原価 

 6,0 71,6 4,9137,093 16,046  0,570

Ⅱ不動産販売事業   

  土地仕入高  ― ― 1,97 36.96,398  ―

  建物仕入高  ― ― 3,071,0 57.336  ―

  租税公課  ― ― 163,9 3.111  ―

  仕入仲介手数料  ― ― 145,983 2.7 ―

  期首販売用不動産たな
卸高 

 ― ― ― ― ―

  期首仕掛品たな卸高 ― ― ― ― ―  

合計  ― ― 5,337,3 100.029  ―

  期末販売用不動産たな
卸高 

 ―  2,650,6― 58  ―

  期末仕掛品たな卸高  ― ― 1,195  ―

合計  ―  2,― 651,854  ―

  不動産販売事業売
価 

上原
2 ― ― ,705,475  ―

Ⅲ その他事業   

  人件費  9,204 31.8 31.113,853  4,649

  リフォーム費用 1,4 5.0 ― 50 ―  ―

  支払管理費等  18,287 63.2 68.930,753  12,466

合計 28,941 100.0 44,607 100.0 15,665  

  その他事業売上原価  28,941 44,607  15,665

 売上原価合計  6,066,034 10,366,129  4,300,094
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ー計算書 

当連結会計年度より連結財務諸表を作成 め、当連結会計年 は、連結財務諸表に記載

しております。 

  
前事業年度 

(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

④キャッシュ・フロ

しているた 度について

区分 
注記

番号
金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益  1,036,075 

   減価償却費  3,419 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △78 

賞与引当金の増減額（減少：△）  3 

退職給付引当金の増加額  258 

   受取利息及び受取 当金  配 △225 

   支払利息  75,056 

   新株発行費  15,273 

  発行費  社債  1,150 

   無形固定資産売却損  30 

売上債権の増減額（増加：△）  3,011 

   たな卸資産の増減 （増加：△）  593,280 額  

前渡金の増減額（ 加：△）  △4,526 増

   その他流動資産の増減額（増加：△）  578 

仕入債務の増減額（減少：△） △7,290   

未払消費税等の増 額（減少：△）  ,428 減 19

前受金の増減額（減少：△）  △1,021,574 

その他流動負債の増減額（減少：△）  △37,654 

   役員賞与の支払額  ,000  △13

   その他  43 

    小計  663,260 

   利息及び配当金の受取額  225 

   利息の支払額  ,890 △76

   法人税等の支払額  △287,725 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  298,871 

Ⅱ 動によるキャ シュ・フロー   投資活 ッ

   定期預金の預入に る支出  △36,000 よ

   有形固定資産の取得による支出  △7,940 

無形固定資産の売却による収入  40 

差入保証金の支 による支出  払 △600 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △44,500 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増 額（減少：△）  △51,800 減

長期借入金の返済による支出  ,700 △3

   社債発行による収入  98,850 

   株式発行による収入    720,726 

   財務活動によるキ ッシュ・フロ  ,076 ャ ー 764

Ⅳ び現金同等物 増減額  ,446 現金及 の 1,018

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  548,916 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,567,363 
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  株主総会承認日 
(平成16年10月26日) 

株主総会承認予定日 
(平成17年10月26日) 

⑤利益処分案 

前事業年度 当事業年度 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) ) 金額(千円

Ⅰ 当期未処分利益  583,446 1,077,111 

Ⅱ 利益処分額   

  １ 配当金  82,768 285,141 

  ２  ― 3,850役員賞与金  

  （うち監査役賞与金） (―) (―)  

  ３ 任意積  立金  

   (1) 450,000 532,768 725,000別途積立金    

Ⅲ 次期繰越利益  50,678 63,120 
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針 

 

項目 
前事業年度

(自 平成15年
至 

当
(自 平成
至 平成17年７月31日) 

重要な会計方

 
８月１日 

平成16年７月31日) 

事業年度 
16年８月１日 

１ 有価証券の評価基準

 

 

 

 

 

 

(1)子会社株式及び関連

平均法による原価 によっ

ります。 

(2)その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

及び評価方法 

 

会社株式 

移動 法 てお

２ たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

 

(1)販売用不動産、仕掛品 

個別法による原価法によっておりま

す。 

(2)貯蔵品 

最終仕入原価法によっております。 

(1)販売用不動産、仕掛

同左 

 

同左 

 

品 

(2)貯蔵品 

３ 固定資産の減価償却

の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

但し、平成10年４月以降に取得した

建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。なお、主

な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

 

(2)無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて、

社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。 

 

 

(3)長期前払費用 

定額法によっております。 

建物 28年 

建物附属設備 15年 

車両運搬具 ２～６年 

工具器具備品 ４～10年 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて、

社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっております。 

 

 

 

 (3)長期前払費用 

同左 

(1)有形固定資産 

４ 繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

  支出時に全額費用処理しております。

(2)社債発行費 

  支出時に全額費用処理しております。

(1)新株発行費 

同左 

 (2)社債発行費 

  同左 

５ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備え

て、賞与支給見込額の当期負担額を計

上しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務に基づき計

上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

同左 

 

 

(3)退職給付引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

６ リース 処理方

法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認め ナン

ス リース取引については、通常の賃貸

借 引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 

同左

取引の

られるもの以外のファイ

・

取

 

７ キャッシュ・フロー

計算書における資金

の範囲 

ャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につい

い取得日か

ら

期投資からなっております。 

キ

て僅少なリスクしか負わな

３ヶ月以内に償還期限の到来する短

 

同左 

８ その他財務諸表作成

のための基本となる

の会計処理 の会計処理 

  

重要な事項 

(1)消費税等

税抜方式によっております。 

 

(1)消費税等

同左 

 

 
 
表示方法の変更 
 

前事業年
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
平成16年８月１日 

至 平成17年７月31日) 

度 
(自 

（損益計算書関係） 

  前事業年度まで、営業外費用の｢解約違約金｣で表示し

ておりました借入金の繰上弁済 の実態を

明瞭化するため、当事業年度から｢繰上弁済手数料｣で表

示することといたしました。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  前事業年度まで、営業活動に

ーの｢その他流動資産の増減額

て表示しておりました前渡金の増減額は、科目の重要

性が増したため、区分掲記することといたしました。

なお、前事業年度の｢その他

△）｣には前渡金の増加額が53,

（損益計算書関係） 

 

 

フ

手数料は、取引

 

 

よるキャッシュ・フロ

（増加：△）｣ に含め

（キャッシュ・

  

流動資産の増減額（増加：

633千円含まれておりま

す。 

  

 

ロー計算書関係） 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年
(平成16年７月31日現在) 

業年度 
(平成17年７月31日現在) 

度末 当事

※１ 有形固定資産の減価償 定資産の減価償却累計額   14,364千円却累計額  8,716千円 ※１ 有形固

※２  担保資産及び担保付負債

   

         

    土地       

    担保付負債 

  短期借入金       

※２  担保資産及び担保付負債 

産 

用不       4,415,855千円

負債 

借入金             4,299,000千円

 

    担保資産 

   販売用不動産  

  建物

    1,108,698千円 

      5,589千円 

      1,506千円 

      987,400千円 

    担保資

     販売

     

 

    担保付

     短期

動産  

※３  会社が発行する株式の総数 

 

 

に、第三者割 及び公募による新株

式の発行により、発行済株式数が増加して

おります。 

 

 発行株式数      290株

 発行価格  60,000円

 資 0千円

また、

４株に分割し

    発行済株 式 663,120株

発行済株式数の増加 

(1) 当期中に、公募による新株式発行及び新

普通株式 102,400株 ※３  会社が発行する株式の総数普通株式1,024,000株

   発行済株式の総数 

発行済株式数の増加

(1) 当期中

   普通株式 59,120株

当

式の総数    普通株

株

予約権の権利行使により、発行済株式数が

増加しております。 

公募 

 発行株式数    30,000株 

 発行価格 36,933円 

 資 0千円 

 41,920株 

 権利行使価格 750円 

 資本組入額 15,720千円 

（注）平成16年12月20日付けで1株を10株に分割

首に分割が行われたものとして記載して

おります。 

(2) 平成16年12月20日付で１株を10株に分割し

ております。 

 

第三者割当

 

本組入額 554,01

新株予約権の権利行使 

 発行株式数 

しており、発行株式数、権利行使価格は期

 

本組入額 8,70

公募 

 発行株式数    2,000株

 発行価格 400,000円

 資本組入額 297,500千円

(2) 平成15年12月５日付で１株を２株に、

平成16年６月18日付で１株を

ております。 
 

※ ※４ 当社は、取引銀行との間に当座貸越契約を締結し

ており、当該契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越契約の総

額 

300,000千円 

借入実行残高 96,000千円 

差引額 204,000千円 

４  
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算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年８月１日 
至 日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

 (損益計

平成16年７月31

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

53,442千円

賞与 178,823千円

73,485千円

84.6％ 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

49,500千円

賞与 268,884千円

給付費用 1,764千円

減価償却費 6,458千円

63,521千円

78.7％ 

販売手数料 60,015千円

役員報酬 

給与及び

賞与引当金繰入額 4,093千円

退職給付費用 258千円

減価償却費 3,419千円

修繕費 

管理諸費 32,958千円

おおよその割合 

 販売費 15.4％ 

 一般管理費 

  
 

販売手数料 159,561千円

役員報酬 

給与及び

賞与引当金繰入額 13,339千円

退職

修繕費 

管理諸費 73,111千円

おおよその割合 

 販売費 21.3％ 

 一般管理費 
 

※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

電 30千円
 

 

話加入権 

 

 (キャッ 計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年８月１日 

 平成16年７月31日) 

シュ・フロー

至

※１ 現金同等物 と貸借対照表に掲 され 額との関係

16年７月

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

現金及び現金同等物 

 現金及び の期末残高 記 ている科目の金  

(平成 31日現在) 

現金及び預金勘定 1,603,363千円

△36,000千円

1,567,363千円
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前事業年度(自平成15年８月１日 至平成16年７月31日) 

リー ース料総額が300万円を超え 記載を省略して

当 平成16年８月１日 7年７月31日

１件当たりのリ が300万円を ース物件がない 省略して

 

(有価証券関

前 平成16年７月31日現

りません。 

当事業年 31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

(注)当事業年 結財務諸表を ますので、当事業年度の有価証券関係の注記のうち、

上記以外のものについては、「連結財務諸表等」に記載しております。 

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自平成15年８月１日 

当社はデリバティブ取引を全く 、該当事項はありません。 

当事業年度(自平成16年８月１日 至平成17年７月31日) 

当事業年度より連 しておりますので 年度については連結財務諸表

に記載しております。 

 

(退職給付関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

(リース取引関係) 

ス契約１件当たりのリ るリース物件がないため

おります。 

事業年度(自  至平成1 ) 

リース契約 ース料総額 超えるリ ため記載を

おります。 

係) 

事業年度( 在) 

該当事項はあ

度(平成17年７月

該当事項はありません。 

度より連 作成しており

 

至平成16年７月31日) 

行っておりませんので

結財務諸表を作成 、当連結会計

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を

採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務の額      2,314千円 

② 退職給付引当金の額     2,314千円 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務の額     3,927千円 

② 退職給付引当金の額    3,927千円 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 退職給付費用          258千円 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 退職給付費用       1,763千円 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

簡便法によっております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同左 
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(平成16年７月31日現在) (平成17年７月31日現在) 

(税効果会計関係) 

前事業年度 当事業年度 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 

(繰延税金

 貸倒引当金繰入限度超過額 74 千円

 賞与引当金繰入限度超過額 1,665  

 退職給付引当金繰入限度超過額 904  

 86  

 806  

 未  

 繰延税 34,757  

資産)   

一括償却資産損金算入限度超過額 

長期前払費用償却超過額 

払事業税否認 31,220

金資産合計 

 

繰延税金資産

れており

流動資産― 228 千円

固定資産―繰延税金資産 1,529 千円
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

貸倒引当金繰入限度超過額 1,409 千円

賞与引当金繰入限度超過額 5,428  

退職給付引当金繰入限度超過額 1,551  

一括償却資産損金算入限度超過額 1,495  

長期前払費用償却超過額 2,810  

未払事業税否認 34,498  

繰延税金資産合計 47,194  

は、貸借対照表の以下の項目に含ま

ます。 

繰延税金資産 33,

 

(繰延税金資産)   

 

  繰延税金資産は、貸借対照表の以下の項目に含ま

ります。 

流動資産―繰延税金資産 42,764 千円 

固定資産―繰延税金資産 4,429 千円 

れてお

 

２ 法定

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

42.0 ％

 (

 交際費の損金不算入額 0.2  

 同族会

 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 

実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

 法定実効税率 

調整)  

社の留保金額に対する税額 3.8  

その他 0.2  

46.2  
 

適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.7 ％

 

交際費の損金不算入額 0.0  

0.4  

の留保金額に対する税額 1.6  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5  

２ 法定実効税率と税効果会計

(調整) 

住民税均等割 

同族会社

税率変更差異 0.8  

その他 0.0  

 

 

(持分法損益等) 

前事業年度(自 至平成16年７月31日) 

当社は関 ので、該当事項はあり

日 至平成17年

社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

平成15年８月１日 

連会社を有しておりません ません。 

当事業年度(自平成16年８月１ ７月31日) 

当社は関連会
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引) 

  事業年度(自平成15年８月１日 至平成16年７月31日) 

  役員及び個人主要

 (関連当事者との取

前

株主等 

関係内容 

属性 
の名称 

住所 は出資金 
(千円)

又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％

役員の
兼任

事業上
取引の内容 

(千円) 
科目 

期末残高
(千円)

会社等 
資本金又 

事業の内容 

) 等 の関係

取引金額 

役員
当社代表取 
締役社長 

所
23

― 16,300  佐藤献一 ― ―
(被 有) 
直接 .3

―
当社借入に対する
債務被保証 
(注)１ 

― ―

 
 当事業年度(自平成16年８月１日 至平成17年７月31日) 

  い 、連
結 る注記事項として記載しております

(注 方針

役社長佐藤献一より債 の 行

成 16 年 9月 現 債 ており、今後につきまし

させていく方針で す。

 

当事業年度については連結財務諸表を作成して
財務諸表におけ

るため、「関連当事者との取引」の注記については
。 

) 1. 取引条件及び取引条件の決定  

  当社は、借入に対して代表取締 務保証を受けておりますが、保証料 支払は って

おりません。なお、平 30 日 在では、 務保証は 15,560 千円となっ

ても順次解消 ありま  



(１株当たり情報) 
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項目 (自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

前事業年度 

１株当たり純資産額 32,862円76銭 6,065円40銭

１株当たり当期純利益 10,308円  1,746円77銭74銭

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
 

9,369円27銭

４株に分割いたしまし

た。 

に行われ

報について

は、それぞれ以下のとおりとなり

ます。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、新株予

約権を発行しておりますが、当社

株式は非上場かつ非登録のため期

中平均株価の把握ができませんの

で記載しておりません。 

 

１株当たり純資産額 

 12,947円04銭

１株当たり当期純利益 

 4,923円93銭

1,637円59銭

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報について

ます。 
 

１株当たり純資産額 

 3,286円27銭

１株当たり当期純利益 

1030円87銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

 936円92銭

 
当社は、平成15年12月５日付で

１株を２株に、平成16年６月18日

付で１株を

当社は、平成16年12月20日付で

１株を10株に分割いたしました。

当該株式分割が前期首

たと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情

は、それぞれ以下のとおりとなり

 
 (注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益(千円) 557,630 1,068,214

普通株主に帰属しない金額(千円)  ― 3,850

（うち利益処分による役員賞与金） (―) (3,850)

普通株式に係る当期純利益(千円) 557,630 1,064,364

普通株式の期中平均株式数(株)  54,093  609,332

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 当期純利益調整額(千円) ― ―

 普通株式増加数(株) 5,424 40,623

 （うち新株予約権(株)） (5,424) (40,623)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含まれなかった潜在株式の概要 

― ―
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(重要

前事業年度 
( 成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年
(自 平
至 平成

な後発事象) 

自 平
度 

成16年８月１日 
17年７月31日) 

１プラネットサポート株式会社の株式の取得（子会社化）

趣旨及び目的 1．

当社は、中古マンション再活事業を主軸としてお

随する賃貸借管理・建物管理・

リフォーム事業等において、より機動的 サービス

益セグメントの

安定的な確保と再活事業への相乗効果を

ケットにおける中古マンション再活事

い地位を確保するため、平成16年７月

社取締役会においてプラネットサポー 会社の

株式取得の決議を行い、平成16年８月27

ットサポート株式会社の全株式を所有

隆弥氏と株式譲渡契約を締結し、平成

付で株式を取得いたしました。 

2． 契約の内容 

 Ａ 買収する会社の概要 

① 商号 プラネットサポート株式会社 

② 所在地 東京都新宿区新宿六丁目28番８号 

③ 事業内容 不動産の売買・賃貸及び仲介並びに

管理 

④ 資本金 10,000千円 

⑤ 決算期 ７月31日 

⑥ 最近事業年度(平成16年７月31日現在)にお

総資産・純資産の額 

 総資産の額  93,571千円 

 純資産の額 3,136千円 

⑦ 最近事業年度(平成15年８月１日から平成16年７

月31日まで)における営業の状況 

 当期純利益 1,321千円 

 Ｂ 取得する株式 、取得価額及び取得後の

 ① 異動前の所有株式数 －

 

りますが、同事業に付

な

基盤を構築することで、その他の収

図り、マー

業の揺るぎな

20日開催の当

ト株式

日にプラネ

している秋元

16年９月７日

ける

 売上高  79,632千円 

の数 持分比率

株 

 200② 取得株式数 株 

 ③ 異動後の所有株式数 200株 (所有割合100％)

 10,000千円 

Ⅰ. 

1. 営業譲受けの理由 

マンション再活事業」 て

おりますが、急変する不動産業界内で当社が確固たる地

位を築くためには、「中古マンション再活事業」に留まら

ず、 にも進出し、業容の拡大 こ

と考 産

戸

数は 6年連続で 8万戸を超

は、

会 け

意 した。同社は現在、完成した

で な物件の販売、

またワンルームマンションを中心とす 主

っております く、これらの

部 に引き受けることで、現 し

｢中古マンシ に

お 効 ることに加え、今後、大きく

古物件の投資販売を る

、業容のさらなる拡大につながるもの

。 

株式会社ミレファームの新築マンション取扱業務 

(2) 譲受け部門の取扱高 

期） 

55 億円（平成 17 年 7月  

資産の項目

搬具  1

(4) 譲受け価額および決済方法 

譲受け価額30百万円を平成17年7月21日付で現

3. 株式会社ミレファームの概要 

(1) 名 称 株式会社ミレファー

(2) 主 な 事 業 内 容 不動産の所有、

ン・戸建分譲事業、都市型

分譲住宅の用地

画・賃貸・管理 

(3) 設 立 年 月 日 平成 12 年 4月 13 日 

(4) 本 店 在 地 東京都新宿区新宿六丁

28 番 8号 

(5) 代 者 代表取締役片浦達也

(6) 資 本 の 額 50,000,000 円（平成

6月 9日現在） 

(7) 従 業 員 数 25 名 

(8) 大株主 およ

び 持 株 比 率

片浦達也1,000株100％（平

成 16 年 7月 31 日現在） 

(9) 当 社 と の 関 係 該当事項はありません 
 

④ 取得価額 

株式会社ミレファームの営業一部譲受 

当社は、「中古 を主力事業とし

新しい分野 を図っていく

とが重要である

業界におきましては

えております。当社が属する不動

、首都圏の新築マンションの供給

える活況を呈しております。 

産業界を取巻く環境において、当社

社ミレファームの営業の一部を譲受

いたしま

このような不動

このたび、株式

ることで基本合

新築マンション 残戸となっているよう

る投資販売等を

に行 。子会社化の手法ではな

門を当社が内 在ドメインと

ている ョン再活事業｣との領域・販売手法

果が図れけるシナジー

成長が期待される

ことが可能となり

と考えております

2. 営業譲受けの内容 

(1) 譲受け部門の内容 

中 新たに展開す

45 億円（平成 16 年 7月

期見込み額）

 （3） 譲受け および金額 

  車両運 91 千円 

金決済 

ム 

マンショ

取得、企

所 目

表  

17 年

構成
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前事業年度 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

 

4. 日程 

譲受け契約書締結 

平

Ⅱ． 

1. 

京

東

ョン

ン

ビ

に

件

性の源泉とした、競合他社が簡単には真似できないコアコ

ンピタンスを有しております。 

一方、プラネットサポート株式会社は東京都新宿区に

社

メ

が

ぞれ異なる強みを有しております。 

り、それぞれの主力業務の他地

域への戦略展開が容易になり、高い相乗効果が見込まれま

す。さら

ンテナンス／ビルマネジメント業務の最も主要な顧客層で

ある不動産ファンド会社やアセット・マネジメント会社は、

当社の中 事業 でもあることか

ら、今後、同顧客層への総合的なソリューション提供力が

2. 合

(

合

8月 29 日 

合併契約書承認株主総会 

日

合併期日 

平成 17 年 11 月 1 日

(2) 合併の方式 

パ 存続会

社とする吸収合併方式で、プラネットサポート株式会社は

解散します。 

( 合

比

 合併交付金  

合併交付金は交付しません。 

平成17年６月９日 取締役会決議 

平成17年７月11日 営業

成17年８月１日 営業譲受け期日 

 

 

子会社の合併 

合併の目的 

ジャパンリアルティスーパービジョン株式会社は京都府

都市に本社を置き、さらに大阪府大阪市、滋賀県大津市、

京都三鷹市に営業所を置くビルメンテナンス業、マンシ

管理業等を主な事業内容とするプロパティ・マネジメ

ト企業であります。同社は、小規模企業が多数を占める

ルメンテナンス／ビルマネジメント業界において、長年

わたるデータの蓄積に裏付けられた物件の評価能力、物

の管理能力、物件管理へのコスト競争力などを競争優位

本

を置き、不動産の賃貸管理等を行うプロパティ・マネジ

ント企業であります。 

両社はともにプロパティ・マネジメント企業であります

、主力事業は重複せず、顧客層、主要地域においてそれ

両社が合併することによ

に、新たな不動産金融マーケットにおけるビルメ

古マンション の取引相手方

強化されることになります。 

併の要旨 

1) 合併の日程 

併契約書承認取締役会 

平成 17 年

合併契約書調印 

平成 17 年 8月 29 日 

平成 17 年 9月 13  

 

ジャ ンリアルティスーパービジョン株式会社を

3) 併比率 

合併 率は未定であります。 
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前事業年度 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 3. 合併当事会社の概要（平成 17 年 7月 31 日） 

4. 合併

(1)商 ンリアルティスーパービジョ

 

 

後の状況 

号 ジャパ

ン株式会社

(2)事 ション管

備業、建設業、宅地建

動産の売買・賃貸借及

びその代理・仲介並びに管理 

業内容 ビルメンテナンス業、マン

理業、機械警

物取引業、不

(4)本店所在

地 

京都府京都市上京区下長者町通室町

西入西鷹司町８ 

(5)代表者 代表取締役社長 東口良平 

(6)資本金 2 億 464 万円 

(7)決算期 7 月 31 日 

 

 
 
 
 
 
 

被合併会社 

 

 合併会社 

(1)商号 ジャパンリアル プラネットサ

ティスーパービ ト株式会社 

ジョン株式会社 

ポー

(2)事業内容 ビルメンテナン

マンション

不動産の売買・賃

貸借及びその代ス業、

管理業、機械警備

業、建設業、宅地

建物取引業 

理・仲介並びに管

理 

(3)設立年月

日 

平成 13 年 10 月

22 日 

（前身の創業は

昭和 56 年 12 月） 

平成10年 8月 4日 

(4)本店所在

地 

京都府京都市上

京区下長者町通

東京都新宿区新宿

室町西入西鷹司

町８ 

6 丁目 28 番 8 号 

(5)代表者 代表取締役社長 代表取締役社長 

東口良平 秋元隆弥 

(6)資本金 1 億 2,250 万円 1,000 万円 

(7)決算期 7 月 31 日 7 月 31 日 

(10) 従 業 員

数 

74 名 6 名 

(11) 主 な 株

主 

株式会社アルデ

プロ 91.3％（平

成 17 年 8 月 30

日 時 点 で は

96.2％） 

株式会社アルデプ

ロ 100％ 

(12) 管 理 物 約

件 

23,300 戸 833 戸 
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前事業年度 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ

1．業務提携の内容 

当社が再生した不動産を、株式会社アイディーユー（以

下 とい 以

下、「マザーズオ たしま

す。 

2

当社グループは 再

展開しており、当 （ 約

135 億円、前期比 移 今期は 237 億円、

同 75％増とさらなる拡大を見込んでおります。当社のこれ

ま は ル

件をご覧のうえご購 いておりました。現在、大手不動

産販売会社におけ を通じた成約率には、

50％超という事例 て、当社と致しまして

も 販 通

部｣を新設し、検 う

に社内インフラが とに加え、今回、ＩＤ

Ｕ社とマザーズオ ョンによる業務提携を加えて、イ

ン 市場 ン

携することで、売 込め ており

ま

社は 、公平性 経済合理

性 る マーケットを べく、インタ

ーネットを媒体とした不動産オークションのインフラ提供

者 大 動 関

し 、今期にお 7 買実績がご

ざいます。ＩＤＵ る不動産オークション

拡大のため、優良 不動産事業者との提

携を模索しておりました。 

携 グルー 生不動産物件

の販路を拡大することが可能となり、一方ＩＤＵ社にとっ

件を不動産購入者に提供できることに

よ オーク 、

不動産の流動化がさ 、日本における不動産流

動 き

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

． 株式会社アイディーユーとの業務提携 

、ＩＤＵ社 う。）が実施する不

ークション」という

動産オークション（

）を通じ販売い

．業務提携の目的 

、中古マンション

事業年度の売上高

67％増と好調に推

活事業を日本全国で

連結ベース）は、

し、

での販売手法 販売物件内にモデ

入頂

ルームを設営し、物

るインターネット

もあります。従っ

、このような 売手法の多様化等

討・試行を重ねてま

整備されてきたこ

ークシ

を模索し｢ネット流

いりました。このよ

ターネット における有力なイ

上高の増加が見

フラとも有機的に連

るものと考え

す。 

一方ＩＤＵ 、創立以来 ・透明性・

・確実性のあ 不動産 形成す

として業容拡

ては

に努めており、不

いて上期実績で 1

社としては、更な

な不動産供給を行う

産オークションに

3 億円の売

今回の業務提 により、当社 プは再

ても優良な不動産物

り、不動産 ション拡大が可能となります。また

らに促進され

性向上に貢献で るものと確信しております。 
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前事業年度 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

 
 
 
 
 
 

3．当社およびＩＤＵ社の会社概要 

社名 ㈱アルデプロ ㈱アイディーユー 

主な事業内容 事業

中古マンション、商

業ビル、ホテル等の

不動産の再活事業、

不動産オークショ

ンの企画・運営業務

不動産有効活用コ

ビルメンテナンス

、マンション管

ンサルティング業

務 

理事業、不動産の売

買・賃貸借及びその

代理・仲介並びに管

理事業 

不動産オペレーシ

ョン業務 

設立年月日 昭和 63 年 3 月 1日 平成 11 年 9 月 2日

本店所在地 東京都新宿区 大阪市北区 

代表者 
会長兼代表取締役

社長 秋元 竜弥 

代 表 取 締 役 社 長

池添 吉則 

資本の額 11 億 7,893 万円 37 億 8,801 万円 

従業員数 
176 名（平成 17 年 7

月 31 日現在） 

94 名（平成 17 年 7

月 1 日現在） 

決算期 7 月 8 月 

※注 1 当社とＩＤＵ社との間には、営業取引、資本取引

及び人的関係はございません。 

※注 2 当社の主な事業内容、従業員数は当社グループの

状況 

4．業務提携日 

平成 17 年 9月 5日 

5．今後のスケジュール 

まず、平成 17 年 9月予定で、約 40 件程度の不動産物件を

マザーズオークションに出展し、随時、件数を拡大のうえ、

年間約 100 件程度の取引を予定しております。 
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７．役員の異動 

役員の異動 になり次第、開示いたします。

 

については、公表が可能  
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